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連 結 注 記 表
　
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

　1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連 結 子 会 社 の 数…………９社

(2) 連 結 子 会 社 の 名 称…………味の民芸フードサービス株式会社、 株式会社ディー・ディ

ー・エー、株式会社サガミサービス、株式会社サガミフー

ド、サガミインターナショナル株式会社、HONG KONG SAGAMI

CO.,LTD.、SINGAPORE SAGAMI PTE.LTD.、BANGKOK SAGAMI

CO.,LTD.、NADEERA GLOBAL CO.,LTD.
（注）1.サガミインターナショナル株式会社については、当連結会計年度において新たに設立したことに

より連結の範囲に含めております。

　 2.上海盛賀美餐飲有限公司は平成27年３月23日付で株式譲渡しており、当連結会計年度末より連結

の範囲より除外しております。

　2. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連 結 子 会 社 の う ち、「HONG KONG SAGAMI CO.,LTD.」「SINGAPORE SAGAMI PTE.LTD.」「BANGKOK

SAGAMI CO.,LTD.」「NADEERA GLOBAL CO.,LTD.」の決算日は、12月31日であります。連結計算書

類を作成するに当たっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

　3. 会計処理基準に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

ａ. 時価のあるもの……連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

ｂ. 時価のないもの……移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産

　商品・製品・原材料・貯蔵品 ……総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 固定資産の減価償却の方法

ａ. 有形固定資産

　 (リース資産

　 を除く)

……当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、建物は定額法）

在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法

なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

ただし、事業用定期借地権契約による借地上の建物については、残存価

額を零とし、契約残年数を基準とした定額法

なお、10万円以上20万円未満のものについては、３年間で均等償却する

方法を採用しております。
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ｂ. 無形固定資産

　 (リース資産

　 を除く)

……定額法

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

また、事業用定期借地権については、契約年数を基準とした定額法
ｃ. リース 資 産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、リース取引開始日が平成21年１月20日以前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与の支給見込額の当連結会計年度対応分を計上し

ております。

③ 店舗閉鎖損失引当金

店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる損失額を計上しておりま

す。

　 (4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

② 退職給付に係る負債の計上基準

連結子会社株式会社ディー・ディー・エー及び株式会社サガミサービスは、従業員の退職給

付に備えるため、自己都合退職による連結会計年度末要支給額を計上しております。

　4. のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、10年間で均等償却しております。

(連結貸借対照表に関する注記)

有形固定資産の減価償却累計額
　 及び減損損失累計額 14,507,094千円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

　1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普 通 株 式 24,972,784株

　2. 当連結会計年度の末日における自己株式の数

普 通 株 式 12,629株

　3. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　

決議
株式の
種類

配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 124,827千円 　5.00円 平成26年３月31日 平成26年６月27日

　4. 当連結会計年度の末日以後に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通
株式

利 益
剰余金

124,800千円 5.00円 平成27年３月31日 平成27年６月26日

5. 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的となる株

式の数

該当事項はありません。
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(金融商品に関する注記)

　1. 金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、余裕資金が生じる場合の資金運用については安全性の高い金融資産に限定し

ており、資金調達については、主に社債発行や銀行借入によっております。

　 (2) 金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされておりますが、回収まで

の期間はおおむね短期であり、貸倒実績率は低いものとなっております。当該リスクについて

は、経理規程等に従い、適切な期日管理および残高管理を行っております。

有価証券及び投資有価証券は、主に上場株式であり、業務上の関係を有する取引先の企業であ

ります。これらは、発行体等の信用リスクおよび市場価格、為替、金利の変動リスクにさらさ

れております。当該リスクについては、経理規程等に従い、定期的にこれらの時価や発行体の

財務状況等を把握し、リスク軽減に努めております。

差入保証金は、主に出店に伴う差入保証金であり、店舗建物所有者の信用リスクにさらされて

おります。当該リスクについては、経理規程等に従い、適切な期日管理および残高管理を行う

とともに、管理部が個別に定期的なモニタリングを行うなどしてリスク軽減に努めておりま

す。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資

に係る資金調達であります。長期借入金のうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスク

にさらされております。

　 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　2. 金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと

おりであります。また、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表に

は含めておりません((注2)参照)。
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（単位 千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 3,307,915 3,307,915 ―

(2) 受取手形及び売掛金 165,743 165,743 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

　 その他有価証券 1,213,797 1,213,797 ―

(4) 長期差入保証金 1,914,709 1,902,109 △12,599

資産計 6,602,166 6,589,566 △12,599

(1) 支払手形及び買掛金 668,746 668,746 ―

(2) 短期借入金 600,000 600,000 ―

(3) 未払金 1,367,383 1,367,383 ―

(4) 長期借入金 2,262,404 2,262,914 510

負債計 4,898,534 4,899,044 510

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは主に短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は日本証券業協会及び

取引金融機関等から提示された価格によっております。

(4) 長期差入保証金

これらは出店に伴う差入保証金であり、時価は将来キャッシュフローをリスクフリー・レ

ートで割り引いた現在価値により算定しております。

負 債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金

これらは主に短期間で決済または納付されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定しております。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

　非上場株式等 68,043

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができ
ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には
含めておりません。
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(注3) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 3,307,915 ― ― ―

受取手形及び売掛金 165,743 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券のうち

　満期のあるもの(期限付劣

後債)

― ― 25,000 ―

長期差入保証金 398,964 1,096,394 384,704 34,646

合計 3,872,623 1,096,394 409,704 34,646

(注4) 金銭債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

短期借入金 600,000 ― ― ―

長期借入金 707,012 1,555,392 ― ―

合計 1,307,012 1,555,392 ― ―

　
(賃貸等不動産に関する注記)

当社グループでは、当社営業エリア内において、賃貸商業施設等 (以下「賃貸等不動産」という)
を所有しております。平成27年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は27,147千円
(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上) であり、売却損益及び減損損失はありませ
ん。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおり
であります。

（単位 千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

718,900 △3,341 715,559 757,292

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
　 2. 当連結会計年度増減額は減価償却費(3,341千円)による減少であります。
　 3. 当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額等に基づいた金額であり

ます。
　
(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 458円46銭

2. １株当たり当期純利益 18円36銭
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(重要な後発事象に関する注記)

当社は、平成27年３月16日開催の取締役会において、第三者割当による新株式発行を行うことを決
議し、平成27年４月２日に払込が完了しました。この結果、資本金は7,178,109千円、発行済株式総
数は26,501,784株となっております。

　1. 発行する株式の種類及び数 ： 普通株式 1,529,000株

　2. 発行価格 ： １株につき1,144円

　3. 発行価額の総額 ： 1,749,176千円

　4. 資本組入額 ： １株につき572円

　5. 資本組入額の総額 ： 874,588千円

　6. 払込期日 ： 平成27年４月２日

　7. 割当先及び割当株式数 ： アサヒビール株式会社 850,000株

　 昭和産業株式会社 195,000株

　 株式会社愛知銀行 174,000株

　 ヤマモリ株式会社 200,000株

　 旭川駅立売株式会社 100,000株

　 金印物産株式会社 10,000株

　8. 資金使途

当社グループの継続的な成長を確保するため、国内外の新規出店費用、既存店の業態転換及び改装
並びに老朽化設備の入替費用、「サガミ」と「味の民芸」両社のシステム統合のためにソフトウェア
及びＩＴ投資も含む設備投資費用、更に当社グループのスケールメリットを活用するために尾西工
場(愛知県)のうどんライン改修に充当致します。

　

(減損損失に関する注記)

当社グループは収益の改善計画及び店舗の閉鎖計画を勘案し、バランスシートの健全化を図るため、
当連結会計年度において以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
当社グループは減損損失を把握するにあたっては、原則として店舗別にグルーピングを実施し、当
連結会計年度において減損損失を計上しております。
なお、回収可能価額は使用価値と正味売却価額とのいずれか高い価額により測定しておりますが、
使用価値は将来キャッシュフローが見込めないことにより零として評価しており、正味売却価額は、
土地については不動産鑑定評価額等により評価し、その他の売却や転用が困難な資産については売
却価額を零として評価しております。
減損損失の対象となった資産は以下のとおりであります。

　

用途
店舗
「陣屋サガミ」「味の民芸」他

種類
建物及び構築物、機械装置、器具及び備
品、その他

場所
「陣屋サガミ」新城ＰＡ店、「味の民芸」
西宮建石店他

　
減損損失の内訳は、建物及び構築物105,838千円、機械装置16,867千円、器具及び備品6,441千円、
リース資産20,050千円、その他8,135千円、合計157,333千円であります。
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(資産除去債務に関する注記)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

1．当該資産除去債務の概要

店舗等の不動産賃貸契約および定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

2．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約の契約期間または建物の耐用年数（主に20年）と見積もり、割引率は当

該使用見込期間に見合う国債の流通利回り（主に2.137％）を使用して資産除去債務の金額を算

定しております。

3．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 396,388千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 31,243千円

時の経過による調整額 3,813千円

資産除去債務の履行による減少額 △27,075千円

期末残高 404,370千円

　

(企業結合等関係)

　 事業分離

当社は平成27年３月23日付で、連結子会社上海盛賀美餐飲有限公司(本社所在地：中国上海市）の
96.7％の株式の内82.7％を共同出資会社である株式会社丸鉦(本社所在地：愛知県名古屋市)に譲渡
致しました。
これにより当社の持分は14.0％となったため、当連結会計年度末より連結の範囲から除外しており
ますが、損益計算書については連結しております。

　1. 事業分離の概要

　 (1) 分離先企業の名称

　 株式会社丸鉦

　 (2) 分離した事業の内容

　 上海における飲食店経営

　 (3) 事業分離を行った主な理由

当社は上海において、平成16年２月から11年にわたり直営店舗で経験を積み重ねてまいりまし

た。中国の巨大市場において、直営で事業展開するには人材育成等での制約があることから、

全社的改革の一環として直営ではなくフランチャイズでの展開を目指すことと致しました。

　 (4) 事業分離日

　 平成27年３月23日(株式譲渡日)

　 (5) その他取引の概要に関する事項（法的形式を含む）

　 事業分離の法的形式 受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

　 譲渡価額 75,000千円

　2. 実施した会計処理の概要

　 (1) 移転損益の金額

　 関係会社株式売却益 54,986千円

　 （為替換算調整勘定及び関係会社整理損失引当金の取崩額を含めております。）
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　 (2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

　 流動資産 95,061千円

　 固定資産 61,994千円

　 資産合計 157,055千円

　 流動負債 25,485千円

　 負債合計 25,485千円

　 (3) 会計処理

　 上海盛賀美餐飲有限公司の株式の連結上の帳簿価額と売却価額との差額に、為替換算調整勘定

及び関係会社整理損失引当金の取崩額を含めて、関係会社株式売却益として特別利益に計上し

ております。

　3. 当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　 売上高 283,860千円

　 営業利益 △79,839千円
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第 45 期 個 別 注 記 表
　

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

　

株式会社サガミチェーン
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個 別 注 記 表
　
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

　1. 資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 イ) 子会社株式……移動平均法による原価法

　 ロ) その他有価証券

① 時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

② 時価のないもの……移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商品・製品・原材料・貯蔵品 ……総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

　2. 固定資産の減価償却の方法

イ) 有形固定資産

　 (リース資産

　 を除く)

……定率法（ただし建物は定額法)

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

ただし、事業用定期借地権契約による借地上の建物については、残存価額

を零とし、契約残年数を基準とした定額法

なお、取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、３年間で均等

償却する方法を採用しております。

ロ) 無形固定資産

　 (リース資産

　 を除く)

……定額法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法

また、事業用定期借地権については、契約年数を基準とした定額法
ハ) 長期前払費用……定額法

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。
ニ) リース資産 ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、リース取引開始日が平成21年１月20日以前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を適用しております。

　3. 引当金の計上基準

イ) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。
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ロ) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与の支給見込額の当事業年度対応分を計上してお

ります。

　4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額
　 及び減損損失累計額 11,204,987千円

　2. 保証債務等

　 子会社である株式会社サガミフードの一部の仕入債務につき債務保証を行っております。

　 当事業年度末における当社の保証債務残高は、1,437千円となっております。

　3. 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 267,955千円

長期金銭債権 1,132,000千円

短期金銭債務 91,070千円

　

(損益計算書に関する注記)

　 関係会社との取引高

売 上 高 152,062千円

仕 入 高 等 875,105千円

営業取引以外の取引高 9,882千円

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　 当事業年度末における自己株式の種類及び数

普 通 株 式 12,629株

　
(税効果会計に関する注記)

1．繰延税金資産の主な発生原因別の内訳

　 繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額、繰越欠損金等であります。

2．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　 「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成27年法律第２号)が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.3％から、平成27年４

月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.8％、平成28年４月１

日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.1％に変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が14,156千円減少し、法人

税等調整額が18,499千円、その他有価証券評価差額金が4,342千円増加しております。
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(リースにより使用する固定資産に関する注記)

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る注記（借主側）

① リース資産の内容

有形固定資産

　器具及び備品であります。

無形固定資産

　ソフトウェアであります。

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針に係る事項に関する注記「2. 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであ

ります。

　
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年１月20日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。

　
　1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当

額

建物 ソフトウェア 合計

取得価額相
当額

1,251,860千円 45,927千円 1,297,787千円

減価償却累
計額相当額

1,024,055千円 45,893千円 1,069,949千円

減損損失累
計額相当額

129,673千円 －千円 129,673千円

期末残高相
当額

98,131千円 34千円 98,165千円

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

　
　2. 未経過リース料期末残高相当額等

１年以内 １年超 計 リース資産減損勘定残高

62,627千円 74,337千円 136,964千円 38,799千円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　
　3. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 リース資産減損勘定の取崩額 減価償却費相当額 減損損失

63,002千円 17,244千円 45,758千円 －千円
　
　4. 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(関連当事者との取引に関する注記)

属性
会社等の名

称

議決権等の

所有（被所

有） 割 合

（％）

関連当事

者との関

係

取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社

味の民芸フ

ードサービ

ス株式会社

100

資金の

貸付

役員の

兼任

資金の回

収
120,000

短期貸付金

長期貸付金

120,000

850,000

子会社

株式会社デ

ィー・ディ

ー・エー

100

資金の

貸付

役員の

兼任

資金の貸

付

資金の回

収

420,000

66,000

短期貸付金

長期貸付金

72,000

282,000

(注) 資金の貸付利率については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 452円64銭

2. １株当たり当期純利益 18円43銭

　
(重要な後発事象に関する注記)

連結注記表の（重要な後発事象に関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略して
おります。

(減損損失に関する注記)

当社は収益の改善計画及び店舗の閉鎖計画を勘案し、バランスシートの健全化を図るため、当事業
年度において以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
当社は減損損失を把握するにあたっては、原則として店舗別にグルーピングを実施し、当事業年度
において減損損失を計上しております。
なお、回収可能価額は使用価値と正味売却価額とのいずれか高い価額により測定しておりますが、
使用価値は、将来キャッシュフローが見込めないことにより零として評価しており、正味売却価額
は、土地については不動産鑑定評価額等により評価し、その他の売却や転用が困難な資産について
は売却価額を零として評価しております。
減損損失の対象となった資産は以下のとおりであります。

用途
店舗
「陣屋サガミ」他

種類
建物及び構築物、機械装置、器具及び備
品、その他

場所 「陣屋サガミ」新城ＰＡ店他

減損損失の内訳は、建物及び構築物78,984千円、機械装置13,433千円、器具及び備品5,095千円、そ
の他7,578千円、合計105,091千円であります。
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(資産除去債務に関する注記)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

1．当該資産除去債務の概要

　店舗等の不動産賃貸契約および定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

2．当該資産除去債務の金額の算定方法

　 使用見込期間を当該契約の契約期間または建物の耐用年数（主に20年）と見積もり、割引率は当

該使用見込期間に見合う国債の流通利回り（主に2.137％）を使用して資産除去債務の金額を算定

しております。

3．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 320,674千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 17,663千円

時の経過による調整額 3,382千円

資産除去債務の履行による減少額 △11,798千円

期末残高 329,922千円

　

(企業結合等関係)

　 事業分離

1．実施した会計処理の概要

移転損益の金額
関係会社株式売却損 62,646千円
(投資損失引当金の取崩額を含めております。)

上記以外については、連結注記表の（企業結合等関係）に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しております。
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